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2026年度の活動がスタートしました2026年度の活動がスタートしました2026年度の活動がスタートしました
　消費者を取り巻く社会環境は、今なお激しい変化の中にあります。長引く物価高騰は家計に深刻な影響を及ぼし、
巧妙化するデジタル関連の消費者トラブルも後を絶ちません。こうした課題に対応するため、国では「第5期消費者基本
計画」に基づいた施策が進められていますが、私たちの暮らしに最も身近な地方消費者行政の役割は、かつてないほど
重要になっています。こうした中、私たちは「令和8年度消費者行政強化交付金」の活用に大きな期待を寄せています。

　これまでも当会は、PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）から新システムへの移行に伴う端末設置費用
の負担問題など、自治体への支援と行政機能の後退とならないよう訴えてきました。今回の交付金が、相談体制のデジ
タル化（DX）や専門相談員の処遇改善、さらには地域格差のない相談環境の整備に確実に充てられ、誰もが安心して暮
らせる社会への確かな一歩となるよう、私たちもしっかり見守りながら、現場の声を届けていければと思います。

　私、星野は本年1月より、小浦道子前事務局長の後を引き継ぎました。小浦さんは昨年、創立40周年という大きな節
目を共に歩み、どんな時も消費者の権利を守るために心を尽くしてこられました 。その温かく力強い歩みを大切に受け
継ぎながら、これからの時代に合った「持続可能な活動の形」を皆さまと一緒に模索していきたいと考えています。消費
者に関連する課題は幅広く、年々複雑になっていますが、2026年度も消費者のいのちとくらしを守り、消費者の権利
を確立するために一歩ずつ進んでまいります。どうぞよろしくお願いいたします。

●代表委員（６名）
　高須　光代（NPO法人東京都地域婦人団体連盟）　柿本　章子（主婦連合会）
　江木　和子（東京都地域消費者団体連絡会） 　鳴海　加代子（新日本婦人の会東京都本部）　
　樽井　美樹子（東京都生活協同組合連合会）  　 五十嵐　ちづ子（多摩のくらしを考えるコンシューマーズ・ネットワーク）

●監事（2名）
　清水　浩介（東京地方労働組合評議会）　松本　守史（生活協同組合パルシステム東京）

●事務局長　星野　綾子 ●事務局次長　小浦　道子

２０２6年度の体制
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NPO法人東京都地域婦人団体連盟、主婦連合会､　東京都地域消費者団体連絡会、新日本婦人の会東京都本部、一般
財団法人消費科学センター、東京地方労働組合評議会、東京借地借家人組合連合会、東京都生活協同組合連合会、生
活協同組合コープみらい､生活協同組合パルシステム東京、東都生活協同組合、生活クラブ生活協同組合・東京、葛飾区
消費者団体連合会、大田区消費者団体連絡協議会、清瀬市登録消費者団体連絡会、多摩のくらしを考えるコンシューマ
ーズ・ネットワーク、目黒区消費者グループ連絡会、練馬区消費生活センター運営連絡会、中央区消費者友の会

参加団体（19団体　2026年4月18日現在）
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毎朝、我が家の前を通る新一年生の眩しい姿を微笑ましく眺める季節となりました。 その一方で、
海を隔てた先では絶えない紛争や、暮らしを直撃する物価高など、未来への不安は尽きません。

この子供たちに明るい未来を引き継いでいけるかどうかは、私たち一人ひとりの日々の「消費行動」にかかっています。今年度
も皆様と共に消費生活をめぐる諸課題に取り組んでいきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。（ＭＫ）

編 集 後 記

●２３区消費者団体活動情報交流会　「日本の農業を考える～消費者として農家とどう関わっていくか～」

　2014年に始まった交流会も今回で12回目を迎えました。今回は「日本の農業を考える」をテー
マに、都市農業の役割や農家を支える具体的な仕組みについて学びました。前半は、白石農園
代表の白石好孝氏より、「都市農業から我が国農業を考える」と題し、23区内農地の約4割を占
める練馬区の都市農業の現状について伺いました。体験農園や食育といった都市農業ならではの
価値が紹介される一方で、低い食料自給率や米価低迷などの構造的な課題も指摘されました。
持続可能な農業のためには、「作る人」と「食べる人」の精神的なつながりを取り戻し、消費者が
適切な価格で農産物を購入する意識改革が不可欠であると話されました。後半は、東都生協の
松村奈穂子氏より「農家を応援する仕組み」について報告がありました。組合員の注文を事前に確
定し産地を支える「登録商品」制度や、募金で除草機を贈る「アイガモロボ応援隊」、根切り作業を
省いた「根付き玉ねぎ」や、規格外品も利用する「畑まるっと産直にんじん」の企画など、産直を軸とした多彩な支援策が紹
介されました。食料問題を「自分ごと」として捉え、生産者の現状を知り「国産国消」を実践していく大切さを再確認する、
実り多い一日となりました。

白石好孝氏さん

「報告・交流会」会場の様子

●２０２５年度東京の消費者行政調査活動「今年度の取り組み報告＆交流会」
日　時：2月9日（月）14：00 ～15：30　会場：東京都生協連会館及びオンライン　　参加者：38名
　2025年度東京の消費者行政調査活動のまとめとして、東京都生協連会館とオン
ラインによるハイブリッド型で「今年度の取り組み報告＆交流会」を開催しました。
当日は、八王子市消費生活センター森淳課長補佐や、コープみらい、パルシステム
東京、東都生協の組合員さんによるリレー報告を受け、次年度の活動にどう生かせ
るかをテーマに交流しました。参加者からは、「実際に参加して活動の必要性がわ
かった」「困りごとを相談できることを周りにも伝えたい」「この取り組みを知らない
方に自分が説明できるようにし、お誘いして参加したい」などの発言がありました。
2026年度は、学習を通じて消費者行政への関心を広げ、時代に即した無理のな
い参加のあり方などを考える年とします。

（主催：23区消費者団体活動情報交流会実行委員会　協賛：東京都消費者月間協賛事業）

日　時：11月17日（月）10：30 ～12：30　　会場：石神井公園区民交流センター3階大会議室　　参加者：33名

（主催：東京消費者団体連絡センター、東京都生協連 食と消費者行政連絡会）

　2026年度は、より多くの方に参加していただける活動とな
るよう、消費者行政への関心を広げるなど、東京都生協連 
食と消費者行政連絡会と共同で取り組みを進めます。

2025年  6月
　7月6日
9月～12月

2027年  2～3月

区市町村の消費者行政アンケート調査
学習会「くらしのレスキュー隊を知ろう」
区市町村 消費者行政担当者との懇談・挨拶
「学習とまとめ報告・交流会」

時　期 項　目
スケジュール

2026年度
「私たちのまちを知ろう」区市町村消費者行政調査活動に
取組んでいきます
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2025年度活動のまとめと2026年度活動課題2025年度活動のまとめと2026年度活動課題
2 0 2 5 年度活動のまとめ

11月21日　荒川区消費者行政担
当者との懇談

9月9日　東京都生活文化局消費
生活部と意見交換

1. 消費者行政の充実・強化に向けて
（１）区市町村消費者行政調査活動に取組みました。
　消費者行政の活性化・充実を目
指して、東京都生協連 食と消費者
行政連絡会と共同して取組んでい
る東京の区市町村消費者行政調査
活動は16回目となりました。6月
に各区市町村へ「消費者行政アン
ケート」を実施し情報収集と分析
を行いました。7月8日に「懇談担
当者打合せの会」、9月8日に「東京の消費者行政の学習と懇談に
向けた学習会」を開催し秋からの行政訪問・懇談につなげました。
9月16日～12月5日に「消費者行政担当者との懇談」を行い、22
の行政と懇談（訪問20、オンライン2）、参加者は143名（行政参
加者43名含む）でした。2月9日には「今年度の取り組み報告＆交
流会」を開催し、38名の参加がありました。

（２）	消費者市民社会の構築に向けて、消費者教育推進に
取組みました。

　9月17日に、「詐欺被害・消費者被害にあわない地域にしたい！」
と題して、多摩地域の消費者団体交流会を開催しました。特殊
詐欺の手口や対策を知る動画視聴、消費生活相談員さんや生協
職員さんからの報告を聞き、「被害にあわないためにできること」
をテーマに交流しました。また、23区消費者団体活動情報交流
会は11月17日に「日本の農業を考える」をテーマに開催しました。
練馬区の農家の方からの日本の農業についての講演、生協職員さ
んからの農家を応援する仕組みについての報告を聞き、「消費者と
してできること」をテーマに交流しました。

（３）�2026年度東京都予算への要望活動を行いました。
　2026年度東京都予算に対し
て、特定商取引法の改正、区市
町村支援による見守りネットワー
クの実行性強化、ゲノム編集技術
応用食品の表示義務化、カスタ
マー・ハラスメント防止条例の都
民への理解促進、特に在宅避難
時のトイレ利用および衛生対策
に関する啓発の強化や、居住支援として複数の施策を行っている
が家賃補助についても検討していただきたいと要望しました。参
加団体からは要望項目を補強する意見が活発に出され、東京都か
らは、東京都消費生活基本計画に沿って消費者被害に関しての注
意喚起や情報提供、事業者の監視などの取り組みを進めていきま
すと回答をいただきました。また、都議会各会派からは、安全安
心を実現するため、要望をしっかり受け止めていきたい旨の発言
がありました。

（４）消費者行政をめぐる動きに注視した取組みをすすめ
ました。

　消費者庁において特定商取引法の5年後見直しに向けた検討
の動きがないことから、「特商法の抜本的改正を求める全国連絡
会」に参加し、地方議会から国に意見書提出の働きかけを行いま
した。今後は、2026年1月22日に発足した「デジタル取引・特定
商取引法等検討会」の動向を注視していきます。

（５）国や東京都の施策に対し、パブリックコメント提出等
を通じて要望を伝える活動を進めました。

　国に対し2本「特定複合観光施設区域整備法第九条第十項の期
間を定める政令の一部を改正する政令案に関する意見」、「多数
の消費者に深刻な財産被害を及ぼす詐欺的な悪質商法対策プロ
ジェクトチームへの要望書」、東京都に対し2本「第12次東京都交
通安全計画（中間案）に対する意見」、「東京都避難者生活支援指

針素案に対する意見」を提出しました。

（６）	行政等の審議会等に参画し、消費者・消費者団体の
声を施策に反映させていきました。

　国や都、民間団体等の審議会・委員会等への参画や定期的な
懇談会等を通して、消費者・消費者団体の声を施策等に反映され
るよう尽力しました。
＜参画した委員会等＞　東京都消費生活対策審議会、東京都消費
生活総合センター運営協議会、「東京くらしねっと」編集企画会議

2.くらしの安全･安心を求めて
（１）	くらしを守る課題に取り組み、学習や情報提供等を行ってい

きました。
　くらしの安全を守るため、最新情報の収集と提供を行いました。
特に東京都「カスタマー・ハラスメント防止対策推進会議」への参
加を通じて、そこで得られた知見をもとに、カスハラ防止に関す
る具体的な情報を発信しました。

（２）	食の安全・安心を求めて、食をとりまく課題に取り組み、
学習や、意見提出、情報提供等を行いました。

　2月12日に開催した、関東農政局との意見交換会では「日本の
食料安全保障」について説明を聞き参加者からは様々な意見が出
されました。また、3月6日には日本パン公正取引協議会主催の「関
東甲信越地区包装食パン表示検査会」が開催され、参加団体から
9名が参加し、検査に協力しました。食の安全・安心に関する情
報提供としてTOKYO農業フォーラム2025や食の安全都民講座
等を案内しました。

（３）能登半島地震、東日本大震災の被災地支援と復興に
向けた活動に参加していきます。

　12月6日、東京都生活協同組合連合会主催の「ふくしまの今を
知る学習会～福島の取り組みから食の安全・安心を学ぶ～」を協
賛し、広報協力と当日運営を担い学習会に参加しました。

（４）	行政等の審議会等に参画し、消費者・消費者団体の声
を施策に反映させていきます。また、民間事業者協会
等の意見交換会に参加し消費者の意見を届けました。

＜参画した委員会等＞　東京都食品安全審議会、東京都公衆浴場
対策協議会、とうきょう特産食材使用店登録審査会、東京都駅前
放置自転車クリーンキャンペーン推進委員会・幹事会、東京都アレ
ルギー疾患対策検討委員会、医療情報に関する理解促進委員会、
AI 確認検査センター株式会社監視委員会、東京商店街グランプ
リ審査委員会、ユニバーサルサービス支援業務諮問委員会、電話
リレーサービス支援業務諮問委員会、標準営業約款推進及び登録
審査会、東京都環境保全型農業推進基本方針等検討委員会、東
京都カスタマー・ハラスメント防止対策推進会議、東京都貨物自
動車運送適正化事業実施期間評議員会、イーハウス建築センター
監視委員会
＜懇談会等＞　個人タクシー利用者懇談会、雪印メグミルク企業
倫理委員会消費者部会、日本冷凍食品協会意見交換会、東京都
電機商業組合懇談会、農業まちづくり研究会、日本パン校正取引
協議会

3.他団体との連携やネットワークづくり
（１）東京都消費者月間団体連絡会議及び実行委員会に参

加し、東京都との協働事業を推進しました。
　東京都消費者月間団体連絡会議及び実行委員会に参加し、東
京都との協働事業に取組みました。新宿西口広場で開催された
「交流フェスタ2025」では「くらし」のテーマで参加しました。そ
の他、メインシンポジウムや地域会場の企画にも参加しました。

（２）	消費者行政の充実や消費者問題の諸課題に取組む団体等に
参加し連携して活動を進めました。
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2025年度活動のまとめと2026年度活動課題2025年度活動のまとめと2026年度活動課題

２０２5年度提出した意見書

２０２5年度の活動報告

8月22日　東京消費者団体連絡センター
40周年記念事業
記念レセプション 40周年記念誌

＜参加・連携団体等＞　一般社団法人全国消費者団体連絡会、認
定 NPO 法人適格消費者団体・特定適格消費者団体消費者機構日
本、TOKYO 消費者行政充実ねっと、グリーンコンシューマー東京
ネット、関東食育推進ネットワーク、とうきょう米粉ネットワーク、
一般社団法人消費者市民社会をつくる会、認定 NPO 法人消費者
スマイル基金、カジノいらない！東京連絡会

（３）参加団体との活動の連携を図りました。また、参加団
体を増やす取組みとして消費者団体連絡会がある行政
を通して関係を構築するように努めました。　

　参加団体が企画した学習会やシンポジウムを案内し、参加を呼
びかけました。また、定例会の交流の時間に学習会等の報告を行
い、他団体の活動の参考にしてもらいました。消費者行政調査活
動で懇談を行った自治体の消費者行政担当者との連携が進んだこ
とから、連絡センターの企画の広報をお願いしました。

（４）都内消費者団体や市民活動をしている団体、NPO との
ネットワークづくりや活動交流に取組み、第12回「23
区消費者団体活動情報交流会」、第14回「多摩地域の
消費者団体交流会」を実行委員会主催で開催しました。

　　　　　　　4. 東京消費者団体連絡センター40周年記念事業
　設立40周年の節目を迎え、一連の記念事業を執り行いました。
記念座談会では「10年後の消費者活動のあり方」をテーマに、東
京における消費者活動の現状と課題について話し合い、ウェル
ビーイングの実現に向けて、当センターが多様な人や活動を繋ぐ
ハブとなる「暮らしまんなかプラットフォーム」という未来のビジョ
ンを共有しました。また、8月28日には行政や関係団体、OBな
ど多方面から関係者をお招きして記念レセプションを開催。参加
の方々と共にこれまでの歴史を振り返り、交流を深めました。記
念誌「40年のあゆみ」の発行とともに、未来へ向けた連携を深め
る貴重な節目となりました。

月　日 内　容 講　師、他 参加人数
2025/7/8 東京の区市町村消費者行政調査活動※　懇談担当者打合せの会 13名
2025/8/28 40 周年記念レセプション 60名
2025/9/2,
9/5,9/9 2026 年度東京都予算に対する要望活動 東京都及び東京都議会 4 会派 延べ32名

2025/9/8 東京の区市町村消費者行政調査活動※　
「東京の消費者行政の学習と懇談に向けた学習会」 志村公久さん（東京都生活文化局消費生活部長）69名

2025/9/17 多摩地域の消費者団体交流会　（実行委員会事務局として参加）
「詐欺被害・消費者被害にあわない地域にしたい！」

立川警察署生活安全課犯罪防止担当
柳川淑子さん（消費生活相談員）
松本守史さん（パルシステム東京）

16名

2025/9/16 ～ 12/5 東京の区市町村消費者行政調査活動※　
「区市町村消費者行政担当者との懇談」 懇談自治体 22（訪問懇談 20，オンライン懇談 2）延べ143名

2025/11/17 ２３区消費者団体活動情報交流会（実行委員会事務局として参加）
「日本の農業を考える～消費者として農家とどう関わっていくか～」

白石好孝さん（白石農園代表）
松村奈穂子さん（東都生協） 33名

2025/11/29 「全国消費者大会」第１、第 2 セッション（実行委員会参加） 283名
2026/1/31 第 31 回消費者問題リレー報告会 連絡センターの活動報告

2026/2/9 東京の区市町村消費行政調査活動※
「今年度の取り組み報告＆交流会」 38名

2026/2/12 関東農政局との意見交換会 12名
2026/3/6 関東甲信越地区包装食パン表示検査会 9名
2026/3/18 東京都電機商業組合と消費者団体との懇談会 10名

2026/3/19 「地方消費者行政の充実・強化を考えるシンポジウム」（全国消団連地方消
費者行政プロジェクト実行委員会参加） 107名

通年 東京都消費者月間事業　くらしフェスタ、学習会等（実行委員会参加）
通年 TOKYO 消費者行政充実ねっと幹事会
通年 東京にカジノいらない！連絡会活動
2025/5,10 連絡センター通信第 178 号 , 第 179 号発行

月　日 意　見　書 提　出　先
2026/1/15 「特定複合観光施設区域整備法第九条第十項の期間を定める政令の一部を改正する

政令案」に関する意見
観光庁参事官室

2026/2/13 「多数の消費者に深刻な財産被害を及ぼす詐欺的な悪質商法対策プロジェクトチー
ム」への要望

消費者担当大臣
消費者庁長官

2026/3/10 「第１２次東京都交通安全計画（中間案）」に対する意見 都民安全総合対策本部総合推進部総合推進課
2026/3/13 「東京都避難者生活支援指針素案」に対する意見 総務局総合防災部防災計画課

２０２6年度活動課題

4ページへ続く

１. 消費者行政の充実・強化に向けて
（1）	 区市町村消費者行政調査活動に取組みます。17年目の活動

を東京都生協連 食と消費者行政連絡会と共同して取組み、
地域の消費者行政の充実・強化に向けた働きかけを行います。

（2）	消費者市民社会の構築に向けて、学習の機会を設けるなどし

消費者教育推進に取組みます。
（3）	 2027年度東京都予算への要望活動を行います。
（4）	消費者行政をめぐる動きに注視した取組みをすすめます。
（5）	国や東京都の施策に対し、パブリックコメント提出等を通じ

て要望を伝える活動を進めます。

※東京の区市町村消費者行政調査活動は、東京都生協連 食と消費者行政連絡会と共同して取組みました。
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2026年度の活動がスタートしました2026年度の活動がスタートしました2026年度の活動がスタートしました
　消費者を取り巻く社会環境は、今なお激しい変化の中にあります。長引く物価高騰は家計に深刻な影響を及ぼし、
巧妙化するデジタル関連の消費者トラブルも後を絶ちません。こうした課題に対応するため、国では「第5期消費者基本
計画」に基づいた施策が進められていますが、私たちの暮らしに最も身近な地方消費者行政の役割は、かつてないほど
重要になっています。こうした中、私たちは「令和8年度消費者行政強化交付金」の活用に大きな期待を寄せています。

　これまでも当会は、PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）から新システムへの移行に伴う端末設置費用
の負担問題など、自治体への支援と行政機能の後退とならないよう訴えてきました。今回の交付金が、相談体制のデジ
タル化（DX）や専門相談員の処遇改善、さらには地域格差のない相談環境の整備に確実に充てられ、誰もが安心して暮
らせる社会への確かな一歩となるよう、私たちもしっかり見守りながら、現場の声を届けていければと思います。

　私、星野は本年1月より、小浦道子前事務局長の後を引き継ぎました。小浦さんは昨年、創立40周年という大きな節
目を共に歩み、どんな時も消費者の権利を守るために心を尽くしてこられました 。その温かく力強い歩みを大切に受け
継ぎながら、これからの時代に合った「持続可能な活動の形」を皆さまと一緒に模索していきたいと考えています。消費
者に関連する課題は幅広く、年々複雑になっていますが、2026年度も消費者のいのちとくらしを守り、消費者の権利
を確立するために一歩ずつ進んでまいります。どうぞよろしくお願いいたします。

●代表委員（６名）
　高須　光代（NPO法人東京都地域婦人団体連盟）　柿本　章子（主婦連合会）
　江木　和子（東京都地域消費者団体連絡会） 　鳴海　加代子（新日本婦人の会東京都本部）　
　樽井　美樹子（東京都生活協同組合連合会）  　 五十嵐　ちづ子（多摩のくらしを考えるコンシューマーズ・ネットワーク）

●監事（2名）
　清水　浩介（東京地方労働組合評議会）　松本　守史（生活協同組合パルシステム東京）

●事務局長　星野　綾子 ●事務局次長　小浦　道子

２０２6年度の体制

発行　東京消費者団体連絡センター
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連絡センター通信　1

NPO法人東京都地域婦人団体連盟、主婦連合会､　東京都地域消費者団体連絡会、新日本婦人の会東京都本部、一般
財団法人消費科学センター、東京地方労働組合評議会、東京借地借家人組合連合会、東京都生活協同組合連合会、生
活協同組合コープみらい､生活協同組合パルシステム東京、東都生活協同組合、生活クラブ生活協同組合・東京、葛飾区
消費者団体連合会、大田区消費者団体連絡協議会、清瀬市登録消費者団体連絡会、多摩のくらしを考えるコンシューマ
ーズ・ネットワーク、目黒区消費者グループ連絡会、練馬区消費生活センター運営連絡会、中央区消費者友の会

参加団体（19団体　2026年4月18日現在）

連絡センター通信連絡センター通信連絡センター通信

4　連絡センター通信

毎朝、我が家の前を通る新一年生の眩しい姿を微笑ましく眺める季節となりました。 その一方で、
海を隔てた先では絶えない紛争や、暮らしを直撃する物価高など、未来への不安は尽きません。

この子供たちに明るい未来を引き継いでいけるかどうかは、私たち一人ひとりの日々の「消費行動」にかかっています。今年度
も皆様と共に消費生活をめぐる諸課題に取り組んでいきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。（ＭＫ）

編 集 後 記

●２３区消費者団体活動情報交流会　「日本の農業を考える～消費者として農家とどう関わっていくか～」

　2014年に始まった交流会も今回で12回目を迎えました。今回は「日本の農業を考える」をテー
マに、都市農業の役割や農家を支える具体的な仕組みについて学びました。前半は、白石農園
代表の白石好孝氏より、「都市農業から我が国農業を考える」と題し、23区内農地の約4割を占
める練馬区の都市農業の現状について伺いました。体験農園や食育といった都市農業ならではの
価値が紹介される一方で、低い食料自給率や米価低迷などの構造的な課題も指摘されました。
持続可能な農業のためには、「作る人」と「食べる人」の精神的なつながりを取り戻し、消費者が
適切な価格で農産物を購入する意識改革が不可欠であると話されました。後半は、東都生協の
松村奈穂子氏より「農家を応援する仕組み」について報告がありました。組合員の注文を事前に確
定し産地を支える「登録商品」制度や、募金で除草機を贈る「アイガモロボ応援隊」、根切り作業を
省いた「根付き玉ねぎ」や、規格外品も利用する「畑まるっと産直にんじん」の企画など、産直を軸とした多彩な支援策が紹
介されました。食料問題を「自分ごと」として捉え、生産者の現状を知り「国産国消」を実践していく大切さを再確認する、
実り多い一日となりました。

白石好孝氏さん

「報告・交流会」会場の様子

●２０２５年度東京の消費者行政調査活動「今年度の取り組み報告＆交流会」
日　時：2月9日（月）14：00 ～15：30　会場：東京都生協連会館及びオンライン　　参加者：38名
　2025年度東京の消費者行政調査活動のまとめとして、東京都生協連会館とオン
ラインによるハイブリッド型で「今年度の取り組み報告＆交流会」を開催しました。
当日は、八王子市消費生活センター森淳課長補佐や、コープみらい、パルシステム
東京、東都生協の組合員さんによるリレー報告を受け、次年度の活動にどう生かせ
るかをテーマに交流しました。参加者からは、「実際に参加して活動の必要性がわ
かった」「困りごとを相談できることを周りにも伝えたい」「この取り組みを知らない
方に自分が説明できるようにし、お誘いして参加したい」などの発言がありました。
2026年度は、学習を通じて消費者行政への関心を広げ、時代に即した無理のな
い参加のあり方などを考える年とします。

（主催：23区消費者団体活動情報交流会実行委員会　協賛：東京都消費者月間協賛事業）

日　時：11月17日（月）10：30 ～12：30　　会場：石神井公園区民交流センター3階大会議室　　参加者：33名

（主催：東京消費者団体連絡センター、東京都生協連 食と消費者行政連絡会）

　2026年度は、より多くの方に参加していただける活動とな
るよう、消費者行政への関心を広げるなど、東京都生協連 
食と消費者行政連絡会と共同で取り組みを進めます。

2025年  6月
　7月6日
9月～12月

2027年  2～3月

区市町村の消費者行政アンケート調査
学習会「くらしのレスキュー隊を知ろう」
区市町村 消費者行政担当者との懇談・挨拶
「学習とまとめ報告・交流会」

時　期 項　目
スケジュール

2026年度
「私たちのまちを知ろう」区市町村消費者行政調査活動に
取組んでいきます

（6）	行政等の審議会等に参画し、消費者・消費者団体の声を施
策に反映させていきます。

２.くらしの安全・安心を求めて
（1）	 不安定な世界情勢を鑑み、命とくらしを守る課題に取り組み、

学習や情報提供等を行っていきます。
（2）	食の安全・安心を求めて、食をとりまく課題に取り組み、学

習や意見提出、情報提供等を行っていきます。
（3）	環境問題（酷暑対策やエネルギー問題等）による生活への影

響を注視し、学習や情報提供を行っていきます。
（4）	能登半島地震、東日本大震災の被災地支援と復興に向けた

活動に参加していきます。
（5）	行政等の審議会等に参画し、消費者・消費者団体の声を施

策に反映させていきます。また、民間事業者協会等の意見交
換会に参加し消費者の意見を届けます。

３.他団体との連携やネットワークづくり
（1）	 東京都消費者月間団体連絡会議及び実行委員会に参加し、

東京都との協働事業を推進します。
（2）	消費者行政の充実や消費者問題の諸課題に取組む団体等に

参加し連携して活動を進めます。
＜参加・連携団体等＞　一般社団法人全国消費者団体連絡会、認
定 NPO 法人適格消費者団体・特定適格消費者団体消費者機構日
本、TOKYO 消費者行政充実ねっと、グリーンコンシューマー東
京ネット、関東食育推進ネットワーク、とうきょう米粉ネットワー
ク、一般社団法人消費者市民社会をつくる会、認定 NPO 法人消
費者スマイル基金、カジノいらない！東京連絡会、一般社団法人 
FOOD COMMUNICATION COMPASS
（3）	参加団体との活動の連携を図ります。また、参加団体を増や

す取組みとして消費者団体連絡会がある行政を通して関係を
構築するほか、幅広い主体が参加できるよう、より柔軟なネッ
トワークの形を模索・検討します。

（4）	都内消費者団体や市民活動をしている団体、NPOとのネッ
トワークづくりや活動交流に取組みます。実行委員会の主体
性を大切にしながら事務局との連携を図り、「第13回 23区
消費者団体活動情報交流会」、「第15回 多摩地域の消費者
団体交流会」を実行委員会主催で開催します。


